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美里町文化交流センター指定管理者募集要項 

 

 美里町では、公の施設である美里町文化交流センター（以下「本施設」という。）の管理

運営業務について、設置目的をより効果的に達成するため、指定管理者制度を導入すること

とし、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の2第3項及び美里町文化交流センター条例

（平成18年美里町条例第３号）第３条及び美里町公の施設の指定管理者の指定の手続きに関

する条例（平成16年美里町条例第70号）第2条の規定に基づき、美里町文化交流センターの指

定管理者を募集します。 

 

１ 施設概要 

名  称 美里町文化交流センター 

所 在 地 美里町永富1483番地 

施設の設置目的、役

割等 
町民の文化の向上と福祉の増進を図るため。 

施 設 の 沿 革 平成14年4月供用開始 

施設の内容、規模等 
鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 

敷地面積 11,963.6㎡  延床面積 2,574.59㎡ 

主要設備・備品等 別記２（仕様書）及び別記３参照 

施 設 内 容 

文化ホール 固定席432席・身体障害者席８席・親子席10席 

リハーサル室 １室 

更衣・シャワー室 男女各１室 

研修室 １室（100席） 

コミュニティルーム １室（18席） 

コミュニティホール 約163㎡ 

和室 １室、パソコン室 １室、図書室、その他 

休館日・利用時間等 

毎週月曜日。月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律178

号）に規定する休日にあたるときは、その翌日。 

12月28日から翌年１月４日 

開館時間 

午前９時から午後10時まで 

ただし、図書室は、午前９時から午後５時 

現在の管理運営状況 
美里町文化交流センターの管理運営に関する基本協定書による指定

管理者により運営 
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現在の料金体系 

利用料金上限額 

利用時間区分 

施設名及び利用日 

午前 午後 夜間 備考 

9 時～12

時まで 

13 時～17

時まで 

18 時～22

時まで 

ホール 平日 5,720 円 7,260 円 9,350 円 基本セット・楽屋 

ホワイエ付・冷暖房費 1

時間 3,080 円 

土曜・日

曜及び休

日 

7,260 円 9,350 円 11,440 円 

舞台の

み 

平日 1,540 円 1,870 円 2,090 円 基本セット付・冷暖房費 1

時間 550 円 
土曜・日

曜及び休

日 

1,870 円 2,090 円 2,620 円 

リハーサル室 1,100 円 1,270 円 1,540 円 冷暖房費利用料に含む。 

ホワイエ 630 円 840 円 1,100 円 冷暖房費利用料に含む。 

控室 310 円 420 円 550 円 冷暖房費利用料に含む。 

1 休日とは、国民の祝日に関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)に

規定する日をいう。 

2 利用者が入場料又はこれに類する料金を徴収する場合は、所定

の利用料金に次に定める額を加えた額とする。ただし、準備、練

習等に利用するときは、この限りでない。 

(1) 入場料の額が 1,000 円を超え 2,000 円以下のとき 30％相

当額 

(2) 入場料の額が 2,000 円を超え 3,000 円以下のとき 50％相

当額 

(3) 入場料の額が 3,000 円を超えるとき 70％相当額 

3 次に掲げる時間を、午前、午後又は夜間の区分に加えて利用許可

時間とする。この場合の午前、午後又は夜間の利用料の額は、当

該加える時間の区分に応じ次に定める額をそれぞれ加えた額と

する。 

(1) 午前 8時から午前 9 時まで              
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「午前」の利用料の額の 40％相当額 

(2) 正午から午後 1 時まで                  

「午後」の利用料の額の 30％相当額 

(3) 午後 5時から午後 6 時まで                               

「夜間」の利用料の額の 30％相当額 

(4) 午後 10 時から午後 11 時まで             

「夜間」の利用料の額の 40％相当額 

4 午前と午後又は、午後と夜間を引き続き利用する場合の中間時間

については、3 の加算額を徴収しない。 

5 利用料の額に 10 円未満の端数が生じたときは、その端数は、切

り捨てるものとする。 

6 利用料には消費税を含む。 

別表第 2(第 12 条関係) 

その他の施設等利用料金（上限額） 

施設名等 利用料(1 時間につき) 備考 

大研修室 550 円 冷暖房費利用料に含む。 

和室 550 円 冷暖房費利用料に含む。 

コミュニティルーム 550 円 冷暖房費利用料に含む。 

パソコンルーム 550 円 冷暖房費利用料に含む。 

コミュニティホール 1,100 円(一期間) 

 

1 利用者が物品の陳列、販売、宣伝その他営業目的として、各室を

利用する場合の利用料の額は、所定の利用料の額に、20 割相当額

を加えた額とする。 

2 利用料には消費税を含む。 

別表第 3(第 12 条関係) 

附帯設備利用料（上限額） 
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区

分 

品名 単位 1 回の利用

料 

区

分 

品名 単位 1 回の利用

料 

舞

台

道

具

類 

音響反射板 1 式 1,100 円  
 

カセットデッ

キ 

1 台 550 円 

ホリゾント幕 1 枚 330 円 DAT デッキ 1 台 550 円 

バック幕 1 枚 330 円 CD プレーヤー 1 台 550 円 

スクリーン 1 枚 1,100 円 MD プレーヤー 1 台 550 円 

平台 1 台 110 円  
 

 
 

 
 

開き足 1 個 50 円 照

明

機

器

類 

センタースポ

ットライト 

1 台 550 円 

箱足 1 個 20 円 スポットライ

ト 1kw 

1 台 110 円 

国旗・町旗 1 枚 220 円 〃0.7kw 1 台 110 円 

演台(3 点セッ

ト) 

1 式 330 円 〃0.5kw 1 台 110 円 

司会者台 1 台 110 円 スポットライ

トスタンド 

1 個 50 円 

緋毛せん 1 枚 110 円 スポットライ

トベース 

1 個 20 円 

高座用座布団 1 枚 50 円 エフェクト装

置 

1 式 550 円 

プログラムス

タンド(めく

り) 

1 台 110 円 第 1ボーダーラ

イト 

1 列 330 円 

ローホリ隠し

パネル 

1 枚 20 円 第 2ボーダーラ

イト 

1 列 330 円 

ステージ階段 1 台 50 円 アッパーホリ

ゾンライト 

1 列 330 円 

蹴込みパネル 1 枚 20 円 ロアーホリゾ

ンライト 

1 列 330 円 

金屏風 1 双 770 円 サイドフロン

トライト 

1 台 110 円 

 
 

 
 

 
 

シーリングラ

イト 

1 台 110 円 
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音

響

機

器

類 

ステージスピ

ーカー 

1 式 550 円 プロセミアム

サスペンショ

ンライト 

1 列 1,100 円 

はね返りスピ

ーカー 

1 台 330 円 第 1サスペンシ

ョンライト 

1 列 1,100 円 

ダイナミック

マイク(Vo) 

1 本 220 円 第 2サスペンシ

ョンライト 

1 列 1,100 円 

ダイナミック

マイク(楽器

用) 

1 本 220 円  
 

 
 

 
 

コンデンサー

マイク(落語

用) 

1 本 330 円 そ

の

他 

持込機器(1kw) 1kw 110 円 

マイクスタン

ド(床上型) 

1 本 50 円 長机 1 台 50 円 

マイクスタン

ド(卓上型) 

1 本 50 円 椅子 1 脚 20 円 

ピアノ(フルコ

ンサート) 

1 台 3,300 円 16mm 映写機 1 台 1,100 円 

移動用音響調

整卓 

1 台 550 円 ビデオプロジ

ェクター 

1 台 1,100 円 

拡声装置 1 式 550 円 ホワイトボー

ド 

1 台 110 円 

ワイヤレスピ

ンマイク 

1 個 550 円 テーブルクロ

ス 

1 枚 110 円 

ワイヤレスマ

イク 

1 本 550 円    

利用料には消費税を含む。 

別表第 4(第 15 条関係) 

利用の区分 申出区分 還付額 

文化ホール 利用日の 1箇月前まで 全額 

利用日の 14 日前まで 半額 
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その他の施設 利用日の 14 日前まで 全額 

利用日の 5日前まで 半額 

附帯設備 利用日まで 全額 
 

 

２ 基本方針及び管理運営業務基準等 

（１）管理運営等の基本方針 

今回指定管理者制度の導入については、文化交流センター利用者サービスの更なる向上

や利用率の増加を図ることを目的としており、施設を管理運営するにあたり、次に掲げる

項目を基本的な考え方とします。 

① 町民の文化の向上と福祉の増進を図るため、文化交流センターの設置目的に基づ

く管理運営を図ること 

② 利用者の意見等を管理運営に反映させての利用促進を図ること 

③ 施設の効率的な管理運営を行い、管理運営費の縮減に努めること 

④ 個人情報管理の徹底を図ること 

（２）管理運営業務基準 

指定管理者は、以下の項目及び美里町文化交流センター管理運営業務仕様書（以下「仕

様書」という。）に留意し、施設の設置目的に沿った管理及び運営に努めるものとします。 

  なお、協定締結時における管理運営業務の基準に関する細目的事項は、協議のうえ協定

で定めます。 

①  開館日及び開館時間 

１施設概要のとおり 

    ※指定管理者は町の承諾を得て休館日、開館時間を変更することができます。 
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② 法令遵守等 

  管理運営を行うに当たっては、次の法令等を遵守すること。 

  ア 美里町文化交流センター施設条例、同規則 

  イ 地方自治法、同施行令、同施行規則ほか行政関係法令 

  ウ 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令 

  エ その他関係法令 

③ 施設設備及び備品の維持管理 

  仕様書を遵守するとともに、適切な維持管理を行う必要があります。 

④ 地域との連携等 

  指定管理者は、地域行事等への積極的な協力等により、地域との良好な関係のもと運営

を行うこととします。また、美里町の施策や地域振興へも積極的に協力して下さい。 

（３）指定管理者の業務等 

 指定管理者の業務等については、以下の項目及び仕様書のとおりとします。 

① 事業に関すること。 

② 施設・設備及びの維持管理に関すること。 

ア 施設の清掃及び鍵の管理等の日常的な維持管理に関すること。 

イ 機械設備等の日常的な運転管理に関すること。 

ウ 火気取締り、戸締り、その他事故及び災害の防止に関すること。 

エ その他施設の管理に必要な事項に関すること。 

（４）利用料金制 

本件は利用料金制を適用することとし、利用料金及び事業収入は、指定管理者の収入と

します。 

なお、利用料金は、美里町文化交流センター条例及び同施行規則に定める金額の範囲内

で、町長の承認を得た額とします。 

 

３ 指定期間及び指定管理料 

（１）指定期間 

令和８年４月１日から令和13年３月31日までの５年間とします。ただし、管理を継続す

ることが適当でないと認めるときは、指定を取り消すことがあります。 

（２）指定管理料 

施設の管理に要する経費は、利用料金収入、その他の事業収入及び町からの支払う委託

料によって賄うこととします。このうち、指定期間中に町が支払う指定管理料の額は、下

記に定める基準価格の範囲内で、応募者から各年度の委託額の提案を求めます。 

  なお、町からの指定管理料の具体額は事業計画書で提示された額に基づき、指定管理者

と町との間で締結する協定書で定めます。 

  基準価格（５年間）128,500,000円（消費税及び地方消費税含む） 

※基準価格を超える提案があった場合には、第一次審査で失格となりますので、ご注意く

ださい。 
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※町が直接行う業務に関わる経費や、基本協定書及び仕様書に定める経費については、町

が負担するものとします。 

 

４ 募集スケジュール 

項目 実施方法等 日程 

公募開始（公告） 
美里町公式ＨＰに募集の公告

を掲載 
令和７年８月１日(金) 

申請書提出期間 郵送又は直接持参 
令和７年８月 １日(金) 

～  ９月 １日(月) 

質問書受付期間 
ＦＡＸ又は電子メールにて受

付 

令和７年８月 １日(金) 

～  ８月 15 日(金) 

質問書に対する回答 
ＦＡＸ又は電子メールにて回

答 
令和７年８月 22 日(金) 

１次審査[書類審査] 美里町中央公民館 令和７年９月中旬頃 

２次審査 

[プレゼンテーション] 
美里町中央公民館 令和７年 10 月中旬頃 

審議会選定結果通知・公表 
通知書送付及び美里町公式 

ＨＰに掲載 
令和７年 10 月下旬頃 

議決予定日  令和７年 12 月中旬頃 

協定書締結予定日  令和８年１月下旬頃 

 

５ 応募資格 

  応募資格は、次の要件を全て満たす法人、その他の団体（以下、「グループ」という）

とします。 

① 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に該当しないこと。 

② 応募申請書の提出日から指定管理者候補者の確定通知をした日までに美里町から指名

停止措置を受けていないこと。 

③ 会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等に基づく

更生又は再生手続きを行っていないこと。 

④ 法人等の代表者等（法人の場合は法人の役員（非常勤役員を含む。）、支配人及び営業

所の代表者、団体の場合は理事等法人の場合と同様の責任を有する者を含む。）が暴力

団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定

する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から5年を経

過しない者（以下「暴力団員等」という。）でないこと。 

⑤ 県税、法人税、消費税（地方消費税含む）、町税等の滞納がないこと。 
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 ⑥ 労働者災害補償保険に加入していること。 

※複数の法人等でグループを構成して申請する場合は、次の事項について留意してください。 

 ・代表団体を選出し、町とのやり取りについては代表団体が行ってください。 

 ・「６ 応募申請手続き」の「（１）申請書類」については、「グループ構成団体一覧表」

及び「申請手続等に関する委任状」も提出し、③～⑧については構成団体それぞれにつ

いても提出してください。 

 ・応募申請については、一応募者につき一提案に限ります。なお、グループの構成員は他

のグループの構成員となる、又は単独で申請を行うことはできません。 

  また、その他の構成員も「５ 応募資格」①～⑥のすべての要件を満たすことが必要で

す。 

 

６ 応募申請手続き 

（１）申請書類 

① 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

② 美里町文化交流センター指定管理者事業計画書（様式第２号）及び管理業務の収支予算

書（様式第３号） 

③ 法人（団体）概要書（様式第４号） 

④ 定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

⑤ 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

⑥ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算書その他団体の

財務状況を明らかにする書類 

⑦ 申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他の団体の業務の内

容を明らかにする書類 

⑧ 労働災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない場合は除

く。） 

⑨ 納税証明書 

  ア 法人税、消費税及び地方消費税について未納がないことの証明書 

  イ 熊本県の県税（同県税が課税されていない者で県外に主たる事務所又は事業所を有

する者にあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の都道府県税）について未納が

ないことの証明書 

  ウ 美里町の町税（同町税が課税されていない者で町外に主たる事務所又は事業所を有

する者にあっては、主たる事務所又は事業所の所在地の市町村税）について未納がな

いことの証明書 

⑩ 誓約書 

⑪ その他町長が必要と認める書類 

 ※複数の法人等でグループを構成して申請する場合は下記の書類も提出してください。 

・グループ構成団体一覧表 

・申請手続等に関する委任状 
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※町が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

（２）申請書提出期間 

   令和７年８月１日（金）から令和７年９月１日（月）まで 

（土日、祝日除く午前８時30分から午後５時まで） 

（３）提出先    

〒861-4406 熊本県下益城郡美里町馬場６番地 

美里町中央公民館 社会教育課 社会教育係 

  電話番号: 0964－46－2038   FAX番号 : 0964－46－3434 

（４）提出部数 

正本１部、副本６部（副本についてはコピー可） 

 ※郵送の場合、書留郵便により最終日の午後５時までに必着のこと。 

 ※FAX、電子メールでの提出は認めません。 

 

７ 質問事項の受付及び回答 

  募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 

（１）受付期間   

令和７年８月１日（月）から令和７年８月15日（金）まで 

（２）受付方法   

質問書に記入のうえ、FAX又は電子メールで提出してください。 

   FAX番号 ：0964－46－3434 

   ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：・・・・・・kouminkan@town.kumamoto-misato.lg.jp 

  ※電子メールの場合は、件名を「指定管理者公募関係質問書」としてください。 

（３）回答方法   

質問に対する回答は、令和７年８月22日（金）午後５時までに指定管理者指定申請書

提出者及び質問者に対し、質問受付期間に受領した全ての質問内容及び回答をFAX又は

電子メールにて送信します。 

 

８ 指定管理候補者の選定等 

（１）選定方法等 

指定管理候補者の選定は、次により選定します。 

① １次審査として、申請書等提出書類により応募資格、提出書類等の不備がないか、事

業計画書の内容が本募集要項に従って記載されていること等の書類確認を行います。

また、事業計画書等が本募集要項等の内容を８（２）の審査基準を基に採点し、評点

が高い者から上位３位を１次審査通過者します。 

※応募者が３者以下の場合は、書類確認のみ行います。 

※書類確認の結果、応募資格がないと認められた者又は上位３位に入らなかった者は

次の審査対象となりません。 

※審査結果は、書面にて通知いたします。 
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② ２次審査として、外部の有識者５名（以下委員という）で組織する指定管理者選定審

議会において、事業計画書の記載内容に関するプレゼンテーションを行い、町が定める

８（２）の審査基準を基に採点し、最も評点が高い者を審議会の指定管理候補者として

町に答申します。 

  なお、委員５名の合計点（500点満点）が300点に満たなかった場合（100分の60未満）

は、指定管理者候補者の選定対象としないものとします。 

なお、最終的には審議会の選定結果を踏まえ、町において指定管理候補者を選定しま

す。 

※２次審査の実施日や場所、機材の使用等の詳細については、１次審査結果通知と合

わせて通知します。 

（２）審査基準及び配点 

№. 審査基準 審査項目 配点 

1 

施設の設置目的達成

のための運営方針及

びサービスの向上 

①設置目的達成の

ための運営方針 

施設運営のための運営方針は、本施

設の設置目的を達成することがで

きるものか 
20 

②サービス向上 利用者の要望、意見等を把握し、

迅速に反映させる方法がとられて

いるか 

2 

施設の効用の最大

限発揮及び管理経

費の縮減等 

①施設の効用の発

揮 

利用拡大を図るための方策が適切

にとられているか 

35 

地域、関係機関、近隣施設との連

携が積極的に図られる計画か 

②自主事業 自主事業の内容が、施設の設置目

的に合致しており、かつ、利用者

にとって魅力的なものか 

③管理経費の縮減

等 

民間コスト削減のための創意工夫

が組み込まれているか 

3 

管理を安定して行

う物的及び人的能

力 

①物的能力 団体の経営が安定しており、施設

管理を継続安定的に行うことがで

きる 

 

 

 

 

 

25 

 

過大な収入（利用者数増）を見込

む、必要な支出を計上しないなど、

不適切な収支計画となっていない

か 

個人情報保護及び情報公開への取
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り組みは適切か 

②人的能力 適切な人員を配置しているか 

スタッフへの指導育成、研修体制

は十分か 

4 その他の要件 

①災害等の対応 災害や事故等、緊急時の対応や感

染症対策に関する取り組みは的確

で、事故防止にも取り組まれてい

るか 

20 ②その他の提案 地域雇用や地元企業活用に関する

提案等はあるか 

③類似施設の運営

実績 

類似施設における運用実績の有無

及び実績状況は高いものか 

合  計 100 

 

 

９ 選定審議会（２次審査） 

指定管理候補者選定のため下記のとおりプレゼンテーションを実施します。 

（１）実施日・場所 

日時：令和７年10月中旬頃 

  場所：美里町中央公民館  

（２）その他 

実施時間や機材の使用、参加人数等の詳細については、１次審査結果通知と併せて通知

します。 

 

10 無効又は失格 

  本要項中に記載している条件を満たしていない場合、また、次の事項に該当する場合は、

無効又は失格となることがあります。 

① 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき 

② 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

③ 申請書に記載すべき事項以外の内容が記載れているもの 

④ 虚偽の内容が記載されているもの 

⑤ その他、選定審議会で協議の結果、審査を行うに当たって不適当と認められるもの 

 

11 指定管理者の決定 

指定管理者の決定は、令和７年12月開会予定の美里町議会において指定管理者の指定の

議決を経て指定されます。 
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※議会において議案が否決された場合は、指定管理者の指定は行われません。 

※上記により指定管理者の指定が行われない場合でも、町は応募に要した費用等の支払 

いは行いません。 

 

12 選定結果等の公表 

  応募状況については、申請した団体の名称について公表します。 

  選定結果については、各申請者に文書で通知するとともに、町のホームページ上で、各

申請者の得点状況を公表します。 

 

13 業務の引継ぎ等 

  令和８年４月１日からの管理運営が円滑に開始できるよう、指定管理者はこれまで管理

を受託してきた者と業務の引継ぎを十分に行ってください。引継ぎに要する費用は指定管

理者の負担とします。 

 

14 その他留意事項 

 ① 応募申請受付後における提出書類の差し替え及び再提出は、認めないものとします。 

 ② 指定管理者候補者の提出書類に著作権がある場合の著作権は町に帰属し、指定管理者候

補者に選定されなかった提出書類の著作権は応募者に帰属します。 

 ③ 提出された書類は返却いたしません。 

 ④ 応募及び審査に際して応募者に係る経費は、全て応募者の負担とします。 

 ⑤ 提出書類に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とします。 

⑥ 提出された書類は、美里町情報公開条例(平成19年美里町条例第2号)に規定する非公開

の取り扱いになるものを除き、公文書公開の対象となるので留意してください。 

 

15 添付様式・資料 

① 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

② 美里町文化交流センター指定管理者事業計画書（様式第２号） 

③ 美里町文化交流センター管理業務の収支予算書（様式第３号） 

④ 法人（団体）概要書（様式第４号） 

⑤ 誓約書（様式第5号） 

⑥ グループ構成団体一覧表（様式第６号） 

⑦ 申請手続等に関する委任状（様式第７号） 

⑧ 質問書（様式第８号） 

⑨ 美里町文化交流センター指定管理運営業務仕様書 

⑩ 備品等台帳 

⑪ 美里町文化交流センターの管理運営に関する基本協定書（案） 

⑫ 美里町文化交流センターの管理運営に関する年度協定書（案） 

⑬ 美里町文化交流センター施設収支一覧［令和５年度－令和６年度］ 


